自治労通信第７３３号「 Part3.検証・福祉と道路の地方分権とは 」記事

についての認識と自治労としての考え方について
自治労通信第733号（2008年11月10日）発行の自治労通信の特集記事「『分権改革』ってなんだ」の「福祉行政の最低基準と地方分権」（Ｐ．6～7）において、保育所の設置基準・運営基準について、誤解を招く上に、自治労方針に沿わない記事が掲載されました。
記事の趣旨は、地方分権推進委員会第1次勧告の解説という流れで記載されており、分権改革における保育所入所要件の弊害や設置基準・運営基準の撤廃などについて触れられています。しかし保育にかかる説明の中では、事実誤認があります。例えば、保育所入所要件については「保育に欠ける要件」が地方の裁量権が無いとされていますが、すでに地方自治体の実態に応じて運用されています。「基準を満たした保育所の設置が困難」という実態はほとんどありません。また「利用希望者の排除要件に使われている」という指摘も、今日の制度と運用の下では事実誤認となっています。

結果として、記事全体の流れは「分権を進めるために」「保育所の設置基準・運営基準をはずすことが必要である」と読み取られる内容となっております。
自治労は、地方分権を進め、権限と財源の移譲を促進する姿勢に何ら変わりがありませんが、他方、市民の命やくらしにかかる社会保障制度や公共サービスにおけるナショナルミニマムとこれを担保する社会的規制の必要性も理解をしております。
自治労は、第80回定期大会における当面の闘争方針と、2009年度第6回中央執行委員会において、保育制度に関わる規制緩和と市場化の動きは、保育制度はもとより日本の社会保障制度全体のあり方を大きく変容させかねないとし、「地方分権とこれに伴う税財源移譲の促進を求める姿勢に変わりはないが、分権化を口実としたナショナルミニマムの撤廃など今日の社会保障制度のあり方に多大な変容をもたらす規制改革ありきの議論には警鐘を発さざるを得ない。また、今日このスキームについての社会的合意形成がなされておらず、地方分権改革推進委員会や規制改革会議の議論が、今後の社会保障制度の全体像と社会保障制度におけるナショナルミニマムや憲法25条生存権保障にかかる国家責任と国・地方の役割分担、および社会保障財源のあり方議論に先行することを危惧するものである」という立場を明らかにしています。（別紙参照）
　今回の記事は、自治労関係機関における意思統一の欠如の結果であり、この記事によって職場の混乱や組合員の誤解を招いたことに対して深くお詫びを申し上げるとともに、引き続き、社会保障諸制度の行き過ぎた市場化と保育制度の規制緩和の促進に反対し、公的保育制度を解体させないための取り組みを全力で進め、質の高い保育サービスの提供を自治労として積極的に担っていくことを決意しているところです。

　組合員のみなさんのご理解とご協力をお願い申し上げます。
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